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《判例研究》
労働者が営業手当の時間外割増賃金該当性
を争い，また，不当配転命令後の前職場へ
の出勤命令等を拒否して配転命令以降の
賃金を請求した事案
ナカヤマ事件・福井地判平28・1・15労判1132号5頁
小 宮 文 人
はじめに
本件は，主に，①会社の労働者に対する営業手当の支払いが定額残業手当とし
て，労基法37条の時間外労働割増賃金の支払いといえるかという問題及び②不当
な配転命令を受けた労働者が配転命令無効確認訴訟追行中に会社によって発せら
れた元職場での勤務命令を拒否した後の賃金請求権の存否（民法536条2項）の
問題が争われた事件である。判決は，前者の問題に関しては，当該営業手当が何
時間分の時間外をカバーするのかが不明であり，割増賃金額の不足分が算定でき
ないことを理由に労基法37条の割増賃金が支払われたことを否定し，後者の問題
に対しては，使用者の破壊した労働契約上の信頼関係の回復がなされていないこ
とを理由として，労働者の命令拒否以降の就労不能も「使用者の責めに帰すべき
事由」によるとした。定額残業手当は，最近，幾つかの最高裁判例を含め数多く
の判例が出ているホットな問題であり，また，出社命令後の賃金については，本
件判決が使用者による労働契約上の信頼関係の破壊という理由づけで労働者の賃
金請求を認めた点において，検討に値すると思われる。
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2 事実の概要
本件は，被告 Y社から福井支店から長野支店への配転命令を命ぜられた原告
従業員 Xは，その有効性を争い出勤しないでいたところ，Y社が賃金を支払わ
なかったことから，Y社に対し，①1か月当たり29万円の未払賃金，②未払いの
時間外労働賃金，③労基法114条所定の付加金及びこれらに対する遅延損害金の
各支払いを求めたものである。本稿では，このうち，①と②についてのみ取り上
げる。
Y社は，建物リフォームの企画，立案，施工等を全国規模で営む株式会社であ
り，Xは，平成24年7月1日付で Y社に雇用され，福井支店において，営業部
渉外課（「M社員」）として配属された。その基本業務は，飛び込み営業で各家
庭を訪問してリフォームを勧めることであった。平成25年9月に支払いを受けた
Xの賃金は，基本給14万円，営業手当7万5000円，住宅手当5万円，4家族手当
1万5000円，「その他支給」（営業活動手当）1万円の合計29万円であった。
「M社員」の営業手当に関し，採用試験中の質問に対するものとして，「約2
時間の残業見合い給が，営業手当の中に入っています。」と記された Y作成の文
書があり，また，Xが採用面接時に示された資料には「営業手当は月間46時間相
当の残業見合いを包含します。（1日約2時間）」と記されていた。Xが採用時に
署名捺印した雇用協定書の特記事項には，「営業手当には，時間外勤務手当を包
含するものである。」と記され，Y社給与規程には，「時間外勤務手当を包含する
ものである。」（8条2項），「営業手当が時間外勤務相当分を下回った場合は，超
過した分を計算して，支給する。」（14条3項本文），法定内時間外手当は通常の
賃金額，法定外時間外手当はその2割5分増する（但し「1か月の時間外労働が
60時間を超えたときは，5割増しの割増賃金を支払う。」）（14条1項），「法定休
日については……35％増し，法定外休日については25％増しを支給する。」（14条
2項本文）などと定められていた。
就業規則所定の Xの労働時間は，始業が午前9時，終業が午後6時であり，
その間，目安として正午から1時間，午後2時と5時から15分ずつ2回の休憩時
間が設けられていた。Xの休日は，火曜日と木曜日であったが，木曜日（法定外
休日）が事務職の従業員の休日に当たるため，Xは，毎週木曜日は出勤するよう
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指示され，事務職の従業員が普段している仕事に従事していた。しかし，Xは，
木曜日には指紋認証システムによる出退勤の認証を受けることができず，木曜日
に勤務した分の支払いを全く受けていなかった。Xは，木曜日以外の出勤日は，
朝は遅くとも午前8時30分頃までには出勤し事務所の掃除をするなどした後，外
回りの営業に出掛け，午後7時過ぎ頃以降に帰社し日報を書いたり翌日の営業の
準備をしたりして，勤務を終えるのは早くても午後8時過ぎであった。しかし，
Xは，上司等から，所定終業時刻である午後6時までに退勤することを口頭で指
導されたりすることはなかった。
従業員は，出勤および退勤の際に指紋認証を受けることが義務付けられていた
が，福井支店においては，出勤のための認証は午前8時以降，退勤のための認証
は基本的には午後8時までしかできないようにされていた。そのため，従業員は，
午前8時前に出勤しても，出勤後の適宜の時間に認証を受け，午後8時以降に仕
事をする必要がある場合にも，午後8時までに退勤の認証を受けた後，引き続き
仕事をすることとされていた。帰社が遅れるなどして午後8時より前に退勤の認
証を受けられない場合には，別途認証を受けていたが，その場合の退勤時刻は，
出勤の認証を受けた時刻の11時間後より前であれば認証を受けた時刻，それ以後
であれば出勤の認証を受けた時刻のちょうど11時間後の時刻が記録されていた。
平成25年9月12日付で，Y社は，代表取締役名で，「M社員」を対象とする賞
罰規定（以下，「本件賞罰規定」）を定めた。それによると，月間受注ノルマを
200万円とし，ノルマを達成できなかった従業員に対しては，Y社が決定する支
店へ異動させるか，または雇用条件を変更する（例えば，「M社員」よりも固定
給が月額約10万円低い「S社員」等へ変更する）という措置を取るというもので
あった。
Xは，平成25年9月中に前記ノルマ（売上高200万円）を達成できなかったと
ころ，同月30日，Yのエリアマネージャー Aから，同年8月31日付で「M社員」
の契約を終了し，同年9月1日付で「S社員」に契約を変更することを申請する
旨記載された雇用契約内容変更申請書を手渡され，署名するように求められた。
Xは，署名に応じずにいた。しかし，Aから「署名しなければ自主退職するしか
ない。退職したくなければ署名するように」等と言われて連日のように署名を求
められ，10月18日には，本件配転命令が発令されていることを告げられ，直ちに
長野支店に行くよう指示し，行きたくなければ自主退職するしかないと言い渡さ
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れた。同月19，20日，Xが福井支店に出勤すると同日中に長野に行くよう指示さ
れ，また，同月23日には，出勤の際の指紋認証ができなくなっており，Xの机に
は他の従業員のパソコンが置かれていて，Aから福井支店には席がないので，長
野支店に行くか，退職するかのいずれかである等と通告された。Xは，以後，Y
に出勤していない。なお，Xは，本件配転命令発令後，他社（B社又は C社）
において就労し給与等の収入を得ていた。
Y社訴訟代理人 L弁護士は，本件訴訟継続中の平成26年8月15日，本件配転命
令につき，「貴殿の希望を考慮し，これを撤回します」と記した出勤命令書によ
り，福井支店への出勤を命ずる旨の出勤命令を発令したが，Xの訴訟代理人M
弁護士は，8月19日付回答書で，ア本件配転命令の有効性についての判断が明確
になっていないことから，X Y間の信頼関係が確立されていない，イ Xの業務内
容，労働条件が明示されておらず，時間外労働賃金の保障もなく，ウ再び不当に
配転されない保証もないとして，出勤命令拒否。平成26年9月29日，Lは，再度，
出勤命令を発したが，Mは前回と同じ理由で出勤命令に応じない旨を回答した。
平成26年12月25日付の出勤命令を Lが発令したが，Mは，平成27年1月6日付
回答書で，上記拒否理由に加え，本件配転命令の違法性を認め，真摯に反省した
撤回といえず，出勤すると報復目的で配転命令等の不当な処遇を受けると判断さ
れる，裁判所の最終判断がなされるまで時間外賃金を支払う意思がないと表明し
ているので，X Y間の信頼関係が確立されているとは言えない旨回答した。平成
27年1月22日付，Y社が，福井支店に速やかに出勤することを求める民事調停を
申し立てたが，Xが出頭せず，調停は不成立となった。平成27年6月8日付で，
Yは，「復職，精勤した場合には，従前の地位（M社員）での復職を認め，不当
な配転命令を発令しません。」等と記した代表者名義の誓約書を提出したが，X
は，本件出勤命令を拒否し続けた。
3 判旨
⑴ 時間外労働賃金支払い請求権の存否
本件の認定事実によれば，「Yにおいては，時間外労働が原則として禁止され
ていたわけではなく，むしろ，恒常的・黙示的に許可されていたものと認めざる
を得ない」。
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Xの採用面接時の「面接資料…においては，1日あたり約2時間の時間外労働
が営業手当によりまかなわれるかのような記載があるが，これらよりも厳密な記
載がされるべき雇用協定書…や給与規程…には営業手当でまかなわれる時間外勤
務に限定がされておらず，一貫性及び明確性に欠ける。また，上記面接資料にお
いては，1日当たり約2時間という記載のほか，『月間46時間相当』という記載
もあるが，両者の関係は必ずしも明確でない。さらに，給与規程14条1項，2項
本文によれば，時間外労働賃金の通常賃金からの割増率は，当該時間外労働がさ
れた日などによって変動するものとされているところ，『1日あたり約2時間』
とか，『月間46時間相当』とかというだけでは，営業手当に加えて支払われるべ
き時間外労働賃金の算出方法は明らかでないというほかない。」したがって，「1
日2時間分は営業手当でまかなわれていたとはいえず，Xは，その時間外労働全
部について，時間外労働賃金の支払を受けることができる」。
⑵ 配転命令の効力
本件認定事実によれば，「本件賞罰規定による制裁は，その発令要件との関係
で過酷に過ぎ，著しく不合理であるといわざるを得ない」し，「制裁措置として
…実質的な降格の他に配転命令をあげているが，Y社は，……Xに対し，自主的
な降格又は退職のみを勧め，Xがこれらのいずれにも応じずにいたところ，突如
として……本件配転命令を発令し，……応じない Xに対して,やはり自主退職を
促したというのであって，本件配転命令の根拠となった本件賞罰規定の目的は，
専ら固定給の高い『M社員』を減らすという点にのみあったと認められる」。
「さらに Xは，本件配転命令発令まで，50年近く福井市内で暮らし，発令当時は
妻子と同居していた」ところ，「内示もないまま突如として長野支店への異動を
命じられることは，X及びその家族にとって生活上著しい不利益となることは明
らかであ」り，したがって，本件配転命令は，「権利の濫用によるものであって，
違法である」。
⑶ 配転命令撤回後の賃金支払い義務
「Y社は，本件配転命令を撤回したものの，その違法性は一切認めず，Xに時
間外労働賃金が生じていたことも争っていること，Y社代表者名義の誓約書に
よっても，Xが復職後，『精勤した場合』でなければ『M社員』に復することが
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できないが，その『精勤』の意味は明らかにされていない」から，Xの出勤後，
「その月のうちに売り上げが200万円を達成しなければ，9月から10月に行われた
のと同じような状態に至るだけ得ありとみる余地も十分にある。」また，Y社は，
本件訴訟上，Xの時間外労働賃金の発生を争い続けており，「出勤命令上も誓約
書上も営業手当に一定の時間外労働賃金が含まれているという立場を改める意向
は明示されていないことからすると，……客観的に適法な時間外労働賃金が支払
われない恐れも十分にあるとみざるを得ない。」したがって，「Y社が権利を濫用
して本件配転命令を発令したことにより破壊された Xとの間の労働契約上の信
頼関係は，Y社が本件配転命令を撤回し，出勤命令を発令し，前記誓約書を提出
しただけでは回復したものとは到底認めることができない。そうすると，Xが本
件配転命令撤回後も出勤していないのは，Y社の責めに帰すべき事由によるもの
といえるから，民法536条2項により，Y社は，Xに対し，本件配転命令の撤回
後も，現在まで賃金支払義務を負う」。
4 検討
⑴ 本件営業手当は，1日2時間以内の時間外労働割増賃金を賄うものと認め
られるか？
本件の主要な問題の一つは，本件営業手当が Y社が主張しているとおり一日
2時間以内の時間外労働割増賃金分をカバーするものといえるか否かである。時
間外などの割増賃金の支払方法として，毎月，別途算定して支払う場合のほか，
定額残業手当代として，一定額を①基本給に組み入れておく場合と②何らかの手
当名目で支払う場合があり，この定額残業手当代が適法な時間外手当の支払いと
いえるか否かが争われるケースが多い。そして，本件は，その②に該当するケー
スである。
定額残業手当代に関しては，小里機材事件・最1小判昭63・7・14労経速1339
号17頁，高知観光事件・最2小判平6・6・13労判653号12頁等の判例により，
⒤通常の賃金と明確に区別され又は区別できること及びⅱ支払われた金額が法定
の計算方法で算定した割増賃金を下回らないことが必要とされてきた。しかし，
その後，テックジャパン事件・最1小判平24・3・8労判1060号5頁の櫻井裁判
官補足意見は，ⅲ a.一定時間の残業手当が給与に算入されている旨が雇用契約
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上明確にされ，b.給与支給時に対象時間外労働時間数と残業手当額が明示され，
c.当該時間を超える残業が行われた場合には別途上乗せ残業手当を支給する旨が
明示されている必要があるとした。もっとも，最近の最高裁判例，国際自動車事
件・最3小判平29・2・28労判1152号5頁及び医療法人社団康心会事件・最2小
判平29・7・7労判1168号49頁）は，ⅲを要件とはしていない。なお，同判決に
先立つ，X 社事件・東京高判平28・1・28労経速2296号3頁（最3小決平28・
7・12上告不受理）は，毎月何時間分の時間外労働に充当されるのかわからない
給与規程の業務手当規定は，割増賃金支払いの適切性が検証できないから無効で
あるとの労働者の主張に対し，労基法37条は，時間外労働の時間数と支払われた
割増賃金額の明示を求めておらず，同法15条及び施行規則5条は固定残業代に対
応する想定時間の明示を求めていないとの理由で退けている。
ところで，②に該当するケースに限って，ある手当が時間外割増賃金をカバー
する旨の使用者の主張が否定された事件の判決理由をみると，次のように分類す
ることができる。
⒜ 当該手当が時間外割増賃金である（又は，含む）旨の説明がないことを重
視する例。例えば，東建ジオテック事件・東京地判平14・3・28労判827号
74頁（雇用の際に説明しなかったこと），システムワークス事件・大阪地判
平14・10・25労判844号79頁（他に，同手当を除いた賃金水準が低いこと），
アップガレージ事件・東京地判平成20・10・7労判975号88頁（他に，当該
手当は店舗の売上げに応じて支給されるものであること），ピーファクトリ
ー事件・東京地判平26・2・26 LEX/DB（計算過程を踏まえた算出決定の
説明なく，賞与的なものも含むかのような曖昧な説明）
⒝ 当該手当のうち割増賃金部分とそれ以外の部分の区別が明確にされていな
いとする例。例えば，上代学園ミューズ音楽院事件・東京高判平17・3・30
労判905号72頁（役職手当が基本給より多い），ボス事件・東京地判平21・
10・21労判1000号65頁（当該手当は，割増賃金と職位手当を含む）。
⒞ 就業規則に定める当該手当の目的・性格が異なるとする例。例えば，オン
テック・サカイ事件・名古屋地判平17・8・5労判902号72頁（やる気を起
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こさせる目的），日本ビル・メンテナンス事件・東京地判平18・8・7労判
926号53頁（特別な技能・能力を有する者に支給するもの）
⒟ 取扱いに矛盾があるとする例。例えば，昭和観光事件・大阪地判平18・
10・6労判930号43頁（勤務時間が異なる者たちに一律3万円の職務手当，
時間外が同手当以下でも，時間外割増が支払われている）
⒠ 合意を重視する有効要件（具体的には，前掲桜井裁判官補足意見のⅲと同
一）を提示し，それを満足しないとする例。アクティリング事件・東京地判
平24・8・28労判1058号5頁，イーライフ事件・東京地判平25・2・28労判
1074号47頁。なお，鳥伸事件（大阪高裁平29・3・3労判1155号5頁）は，
労働者が労働契約を締結するか否かの決定をする際に時間外労働等割増賃金
の代替額を知ることが重要であることに鑑みて，時間外手当額（又は，割増
手当対象時間）の明示は契約締結時になされなければならず，支給時の給与
明細では足りないとした。
⒡ 当該手当の額が〇〇時間もの時間外労働義務を発生させる合意は公序に反
するとする例。例えば，ザ・ウインザー・ホテルズ事件・札幌地判平21・
10・21労判1031号81頁，マーケティングインフォメーションコミュニティ事
件・東京高判平26・11・26労判1110号46頁，穂波事件・岐阜地判平27・10・
22労判1127号29頁。なお，ザ・ウインザー・ホテルズ事件・札幌地判平成
24・10・19労判1064号37頁は，手当額の時間外労働分を限定解釈し，また，
前掲 X社事件・東京高判は，労働省告示第153号は時間外労働の絶対上限と
解されず，70時間の時間外労働を目安としていても違法と認められないとす
る。
以上の判例の状況からみると，判例は，前記⒤とⅱの要件の充足の必要性につ
いては確立しているといえるが，未だ多様な形で固定残業手当の適法性を判断し
ており，前掲ⅲの要件についても確立しているとは言い切れない状態にあるとい
える。
本件判決に関しては，まず，同規程14条3項本文の「包含する」という意味は
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問題となる。これは，本件営業手当は一定の時間の時間外を想定しその時間外勤
務手当をカバーするが，その想定時間外以下でも営業手当は全額支払うという意
味と考えることができる（三晃印刷事件・東京高判平10・9・16労判749号22頁）。
本件判決も，そのように解しているものと思われる。その前提で，本件判決は，
その対象時間外労働時間につき，Y社は，採用過程において，「約2時間」とか
「月間46時間相当（1日約2時間）」等という曖昧な説明を行ったことから，本件
判決は，本件営業手当でカバーされている時間外勤務に明確な限定がないとした。
これは，固定残業手当の適法性に関して当事者の労働契約上の合意を重視する前
提に立つ前掲櫻井裁判官補足意見のⅲ＝前記判例⒠の見解に近いものと思われる。
もっとも，同見解は，雇用契約において，一定時間の残業手当が給与に算入され
ている旨が明確にされていること（前記 a.）で足り，対象時間外勤務時間数を
明示することまで求めていない。
これに関しては，前掲 X社事件・東京高判は，前記のとおり，労基法37条も
同法15条及び労基法施行規則5条は定額残業手当代に対応する想定時間の明示を
求めていないとする。しかし，ごく最近の判例の中には，前掲鳥伸事件・大阪高
判のように，労働者が労働契約を締結するか否かの決定する際に時間外労働等割
増賃金の代替額を知ることの重要を強調し，労働契約締結時に時間外手当額又は
その対象時間数を明示することが必要であるとする判例もある。因みに，労基法
施行規則5条1項3号には，契約締結時に明示すべき事項の一つとして，「賃金
の…計算…方法」があげられているが，ここには，残業手当がいくらになるかの
計算方法も含まれ，その計算のベースになる定額残業手当に対応する想定時間の
明示が求められると解することもできる。また，労基法37条による規制違反がな
いかの検証のためにもその額が何時間分の割増賃金に該当するのかを明示するこ
とが必要というべきであろう（白石哲編著『労働関係訴訟の実務』（商事法務，
2012年）107頁以下，128頁）。そして，前掲ⅲの見解が，給与支給時に対象時間
外労働時間数と残業手当額が明示されることを求めている（前記 b.）のもこの
趣旨であると考えられる。本件についていうと，確かに，平成25年9月に支払い
を受けた営業手当額は7万5000円と認定されており，一応，賃金支給時に支払わ
れた本件営業手当の額は明示されていたといえるが，契約締結時における時間外
労働時間数の明示の欠如は，少なくとも労基法37条の趣旨に反するものであると
いうべきである。
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本件判決は，さらに，Y社の時間外勤務の割増率が日によって異なることから，
1日約2時間とか月46時間相当ということでは，本件営業手当に加えて支払われ
るべき時間外労働賃金の算出方法は明らかでないことを固定残業手当としての本
件営業手当の適法性否定の理由とした。すなわち，1日当たり又は月当たりの対
象時間外労働時間数が曖昧な上，Y社の就業規則では，時間外割増賃金が，法定
休日か法定外休日か，また，1か月の時間外労働が60時間を超えるか超えないか
により異なる旨定めているため，時間外が実際になされる日によって時間外割増
率が変動するのでは，本件営業手当が労基法37条の趣旨を満足する適法な固定残
業手当の支払いとは言えないとする結論は妥当と言わざるを得ない。固定残業手
当は，同条で定める原則的な計算方法とは異なる計算方法を持ち込むものであり，
労働者がどの範囲までの割増賃金が含まれているのかを自身で容易に検証できる
ような形で定められ，労働者がその当該固定残業手当の支払いに合意していると
いえなければ，同条の趣旨を満足できないと言うべきである。
なお，本件のような場合にも，営業手当の額は支給時に明示されていたといえ
るなら，実際の時間外労働から算定された額からその明示額を差し引くことがで
きるから，就業規則4条3項本文に「営業手当が時間外勤務相当分を下回った場
合は，超過した分を計算して，支給する。」としている限り，労基法37条に違反
する固定残業手当とは言えないとの批判も考えられるが，Y社は，木曜日の休日
労働賃金を全く支給せず，監視カメラで勤務状況を確認する等，十分な認識の下
で，Xに同手当額を超えて時間外労働をさせておきながら，別途残業手当を支
払っていないのであるから，就業規則4条3項本文を重視すべき理由はない。
⑵ 本件配転命令の効力
本判決は，「本件賞罰規定による制裁は，その発令要件との関係で過酷に過ぎ，
著しく不合理であるといわざるを得ない」などとしているが，そもそも，この
「本件賞罰規定」なるものの法的性格は何なのかが不明である。Xの主張によれ
ば，就業規則においては，降格は，懲戒処分の一種として管理職従業員にのみ適
用されることになったとのことであるから，その就業規則の一部として定めたも
のであれば，当然，不利益変更が問題とされるはずである。その変更の合理性が
肯定されない限り，本件賞罰規定の効力は認められない。そうすると，本件賞罰
規定による制裁の不合理性を問題とする意味はないというしかない。実際，Yも
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一方的に「固定給」が10万円引き下がる本件降格を行うことをせず，Xに雇用契
約内容変更申請書への署名を繰り返し求めた。Xがこれに応じなかったので，Y
は，Xを長野に転勤を命じた。本判決が，Y社が一方的に作成した本件賞罰規定
をあたかも有効であるかのような形で本件降格や配転命令の効力を論じているの
は妥当でないと思われる。
Xは雇用契約上「M社員」に特定されていたといえる事実認定はないが，Y社
の「M社員」と「S社員」という賃金と直結する「階級」の職務内容の違いは
判決からは分からない。しかし，固定給が10万円下がる，具体的には，29万円か
ら19万円になるというような降格は，就業規則上の根拠なくなしえるものではな
く，たとえ根拠があったとしても，会社が突然一方的に決めた売上高達成基準未
達成（しかも，9月12日付でノルマを定め，同月のノルマ未達成を降格理由とす
る点でも不合理）を理由として行うのは明らかに権利濫用となると思われる。他
方，Xの勤務地が特定されていない限り，長野への配転命令は一方に行うことは
可能であるが，これも配転命令権行使の濫用のスクリーニングにかかることはい
うまでもない。
この点について，本判決は，Yは，Xが自主的な降格又は退職を勧め，Xが応
じないと突然，賞罰規定より，Xに配転を命令し自主退職を促したのであるから，
本件の配転命令の根拠となった賞罰規定の目的は，もっぱら固定給の高い「M
社員」を減らす点にあったとし，また，本件の長野支店への移動が X及び家族
への生活上の著しい不利益になるから，本件配転命令は権利の濫用に該当すると
した。この判示部分は，東亜ペイント最判の説示する濫用性判断の定式に依拠す
るものといえる。ただ，東亜ペイントの「通常甘受すべき程度を著しく超えた不
利益」という文言を用いていない。おそらく，本判決は，不当な目的達成のため
に不利な配転を行ったということを明らかにできればよいと考えたのではないか
と思われる。いずれにせよ，本件配転命令が権利の濫用に該当することは明らか
といえる。
⑶ 配転命令撤回・出勤命令発出後の賃金支払い義務
本件判決の最大の論点は，不当配転後の使用者の労働者に対する配転命令撤
回・出勤命令発出と労働者の賃金請求権の有無の関係，民法536条2項の「債権
者の責に帰すべき事由」の存否の問題であると思われる。本件では，Xが25年10
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月の配転命令後，Xは，長野支店に行くか退職するかの選択を迫られたことから，
会社に出勤していなかったところ，26年8月15日に配転命令撤回，福井支店へ出
勤を命ぜられた。その後，平成26年12月25日付出勤命令，さらに平成27年6月8
日付誓約書提出があった後も，Xは，X Y間の労働契約における信頼関係が確立
されていないことや労働条件が明示されていないこと，時間外賃金の支払保証が
ないこと，不当な配転がないことの保証がないこと等を理由として出勤を拒んで
きた。これにつき，本判決は，本件配転命令により破壊された労働契約上の信頼
関係が回復したと認められないことを理由として，民法536条2項に基づき，本
件訴訟の口頭弁論終結までの使用者の賃金支払い義務を肯定した。
要するに，使用者が信頼関係を破壊した場合，その信頼関係を回復するまでは，
労働者の就労不能は使用者の責めに帰すべき事由に該当するというのである。こ
うした判決は従来存在しなかった（辻村昌昭・本件解説・季労255号253頁は，本
判決は Xが違法に解雇されたのに準ずる評価を下し，民法536条2項の帰責事由
の範囲を従来の通説より広く介した新判断であると評価する）。確かに，本件配
転命令は，実質は，追い出し行為であり，信頼関係の破壊という表現が用いられ
たことに驚きはない。Y社は，①出社後に各種の圧力をかけてやめさせる，② X
の就労意思の不存在を明らかにする，③敗訴時の金銭リスクを避けるなどの意図
を有していたとも考えられる。Xもこれらを認識して対応したと思われる。こう
したケースでは，むしろ，準解雇で損害賠償請求する方が問題解決に適すると考
えるが，裁判上，そうした処理が未発達のため，Xも本件のような訴訟形態を選
択したものと考えられる（小宮文人『雇用終了の法理』（信山社，平成22年）
218～227頁）。ただ，本件は不法行為事件ではないことから，一般論としては，
信頼関係が破壊されたと言うと，そもそも信頼関係とは何を意味しているのか，
破壊された信頼関係が回復可能なのか，信頼関係を回復されたか否かをどう判断
するのかといった素朴な疑問が生ぜざるを得ない。曖昧な概念である信頼関係の
破壊を持ち出さずに，法的判断を下す方がよかったと思われる。
因みに，配転命令の効力を争うケースでは，命令の効力を争うことを留保して，
その効力を争うケースや配転命令を拒否して解雇の後に，配転及び解雇の効力を
争に解雇期間中の賃金の支払いを求めるケースが多かったと思われるが，本件の
ように配転命令を拒否して，就労せず，命令後の賃金の支払いを求めるケースも
ないわけではない（例えば，ネスレジャパンホールディング事件・神戸地姫路支
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判平17・5・9労判895号5頁，古賀タクシー事件・福岡地判平11・3・24労判
757号31頁）。こうした場合，配転命令が無効であれば，通常は，民法536条2項
に基づき，労働者の賃金請求は認められるはずである（前記の2判例でも認めら
れている）。しかし，本件では，Yは係争中に，Xに対して，元の勤務場所への
出勤を命じていることが問題となる。
本件の具体的な検討に入る前に，従来，民法536条2項の主張・立証責任が問
題となった判例をみると，判例は，一般に，労働者が賃金を得るための要件とし
て，①就労の意思と能力を有すること，並びに②労務履行不能が使用者の責めに
帰すべき事由によることを証明する必要があるとする（ペンション経営研究所事
件・東京地判平9・8・26労判734号75）。そして，①については，解雇の場合，
労働者が効力を争うことによって，通常，これらの要件事実の主張立証が果たさ
れたと取り扱うことができるが（エスエイロジテム事件・東京地判平12・9・25
労判796号49頁，いすゞ自動車仮処分事件・宇都宮地栃木支決平21・5・12労判
984号5頁），反証が提出されるならそうはいかないとされている（オスローイン
ターナショナル事件・東京地判平9・8・26労判726号48頁，ユニ・フレックス
事件・東京地判・平10・6・5労判748号117頁）。また，労働者が労務提供し，
使用者が受領しないときは，②の「使用者の責めに帰すべき事由」が推定される
と解されている（エスエイロジテム事件・東京地判平12・9・25労判796号49頁，
いすゞ自動車仮処分事件・宇都宮地栃木支決平21・5・12労判984号5頁）。
本件についてみると，まず，①に関しては，Xは，無効とされる配転命令を拒
否して，従来の職場（福井支店）へ出勤したが事実上出勤できない状態に置かれ，
本件命令の効力を争っている以上，Xの就労意思を有するというべきである。な
お，「使用者が労働者の就労意思を形成し得なく」した場合には，就労意思を問
わないとする判例もあるが（東芝事件・東京高判平23・2・23労判1022号5頁），
本件においては，Xの就労意思形成が不能にされたとまで言うことは困難と思わ
れる（その理由は，白諾貝・本件評釈・法時89巻8号121～124頁に詳しく論じら
れており，大筋賛同したい）。因みに，Xは，A社又は B社において給与などを
得ていたことは問題となりえる。従来の判例の中には，他社の取締役に就任した
場合（前掲オスローインターナショナル事件東京地判），確定的に就労意思を放
棄しなければ他社に就職できない事情が存在した場合（ニュース証券事件・東京
地判平21・1・30労判980号18頁），他社正社員として給与及び2回の賞与を得て
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いた場合（ライトスタッフ事件・東京地判平成24・8・23労経速2158号3頁）に
労働者の就労意思が否定されたケースはあるが，本件では，Xは，生活費を得る
ためのアルバイトをしていたにすぎないとみるべきであるから（あけぼのタクシ
ー事件・最1小判昭62・4・2労判506号20頁，前掲オスローインターナショナ
ル事件・東京地判），B社での就労を理由に Xの就労意思を否定することはでき
ない。
次に，②の「使用者の責めに帰すべき事由」の存否を検討する。解雇の場合に
は，一般に，使用者が就労を事前に拒絶する意思を明確にしているため，労務の
履行が不可能であることが予め明らかな場合，労働者が労務提供しなくとも，使
用者が労働者に受領拒絶意思を撤回する意思表示をするまで時の経過とともに続
くとされる（前掲ペンション経営研究所事件・東京地判）。本件は解雇事案では
ないが，Y社は，出勤命令を発令し，Xの元の職場への出勤を物理的にも阻止し，
転勤か退職かの選択を迫って，配転先以外での労務受領を拒否する意思を明確に
しているのであるから，使用者の受領拒絶の意思は明確であり，その拒絶意思を
撤回する意思表示をするまで続くと解してよいと思われる。そこで，Y社が訴訟
中に行った本件福井支店への数回に亘る出勤命令がその受領拒絶意思の撤回の意
思表示と言えるかについて，検討する。
まず，26年8月15日の文書による出勤命令に対し，Xは，前記【事実の概要】
のア，イ及びウを理由にこれを拒否した。ここで，注目すべきは，アとイの理由
である。Y社が本件配転の有効性を命令時に遡って否定するものではなく，ただ
「貴殿の希望を考慮」してなされた本件出勤命令は，前記配転命令の全面的撤回
とはいえず，むしろ，新たな配転命令の実質を有するものとみるべきものである。
したがって，Y社が勤務内容と労働条件を明示しない限り，Xは，Y社にその明
示・説明を求めることができ，使用者はこれに応じる義務がある。従来の判例で
も，解雇撤回後，就労開始日・場所及び勤務内容明示を求めたのに会社が復職後
の職務内容等を全く明示しなかったから労務受領拒否が継続していたとした判例
（アリアス事件・東京地判平12・8・25労判794号51頁，グリース事件・東京地判
平成28・11・11未搭載）や職場復帰に際して出社命令によって日時・場所を指定
しただけでは足りず，Xの勤務条件全般について合理的な提示をする必要がある
とした判例（ショウ・コーポレーション事件・東京地判平24・9・5未搭載）が
ある。とりわけ，本件では，Y社は，M社員から S社員への変更を迫っていた
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事情があることを考慮すると，少なくとも，この点を明らかにしない限り，Xが
これに応じられないことは，Y社にとっても容易に予想できることである。そし
て，X側が転勤命令の有効性と勤務内容・労働条件の不明示を出勤命令拒否の理
由として明示しているにもかかわらず，Y社はこれに応じていないから，Y社の
労務受領拒絶意思の撤回の意思表示はなく，受領拒絶はなお継続しているという
べきであろう。
そうすると，26年9月29日の出勤命令及び12月25日付出勤命令においても，Y
社は，前回同様のことを繰り返しているにすぎず，Xの要求した勤務内容や労働
条件には全く触れていないことから，これらも，Y社の労務受領拒絶の撤回とい
えない。27年6月8日付出勤命令においては，M社員にすることに言及してい
る。しかし，「復職，精勤した場合には」という条件が付いていることから，む
しろ，Y社は，当初は S社員として復職させる意図であることを吐露したことに
なる。これでは，Y社が労務受領拒否を撤回したとはいえないと思われる。なお，
27年1月27日付の Y社による民事調停申立に関し，Xが第一回期日に出頭しな
かったことをどう考えるかであるが，その後の6月8日付出勤命令においてさえ，
M社員への即時的復職を考えていなかったのであるから，Xの不出頭を問題と
することはできないと言うべきである。
最後に，本件訴訟の確定までではなく，口頭弁論終結時までとしたのは，本件
判決が労務の受領拒絶の有無を信頼関係回復の如何に帰せしめたため，口頭弁論
終結時以降の信頼関係回復の有無が判断できないという趣旨でないかと推測され
るが，その妥当性には疑問がある。
＊本判決の判例評釈として，本文中引用したもののほか，岡田俊宏・季刊労働者の権
利319号52～56頁がある。なお，本件は，Y社の控訴後，和解が成立して終結した
（労判1144号付録＝労働判例・命令年間総索引9頁）。
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労働者が営業手当の時間外割増賃金該当性を争い，また，不当配転命令後の前職場への
出勤命令等を拒否して配転命令以降の賃金を請求した事案
